
No 交付対象事業の名称 所管

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

総事業費
(円)

交付金充当額
(円)

事業実施状況 効果及び具体的な内容

1 低所得者世帯給付金（事業費） 産業課

①コロナ禍における物価高騰対策として、家計への影響が大きい低
所得者世帯へ給付金（地域通貨）を支給することにより低所得者の
生活を守る。
②低所得者世帯への地域通貨付与
③R5年分の住民税非課税世帯

2023/6/1 2024/3/31 18,007,358 18,007,358
対象世帯：707世帯
ポイント付与額：21,210,000pt
ポイント利用額：18,007,358pt

コロナ禍における物価高騰により影
響を受けた住民税非課税世帯の負担
軽減を図ることができた。

2 低所得者世帯給付金（事務費） 産業課

①コロナ禍における物価高騰対策として、家計への影響が大きい低
所得者世帯へ給付金（地域通貨）を支給することにより低所得者の
生活を守ることにあたっての事務経費。
②低所得者世帯への地域通貨付与に係る事務費
③R5年分の住民税非課税世帯

2023/6/1 2024/3/31 3,880,800 1,362,000
対象世帯：707世帯
ポイント付与額：21,210,000pt
ポイント利用額：18,007,358pt

コロナ禍における物価高騰により影
響を受けた住民税非課税世帯の負担
軽減を図ることができた。

3 農業者支援事業 産業課

①コロナ禍における物価高騰対策として、肥料及び飼料価格の高騰
の影響を受ける農業者、酪農者を対象に、営農の継続のための支援
を行う。
②営農を目的とする農業者に対して耕作面積10aあたり1,000円を給
付する。
　酪農者に対して牛１頭あたり3,000円を支援する。
③農業者、酪農者

2023/5/1 2024/3/31 5,827,900 5,827,900 支援件数40件

コロナ禍における配合飼料価格の急
激な高騰により、経営へ多大な影響
を受ける畜産農家に対し、影響額を
補助することで畜産経営の継続支援
につながった。

4
令和5年度上峰町省エネ家電買替促
進事業

まち・ひ
と・しご
と創生室

①コロナ禍における町民への物価高騰対策及び地球温暖化対策への
関心を高め、温室効果ガス排出量削減につなげることを目的とす
る。
②対象家電を買替する町民に対し、交付対象経費の25％分（上限50
千円分）の電子地域通貨を付与する。
③町民

2023/7/14 2024/3/31 9,717,125 9,717,125

申請数：202件
ポイント付与額：7,482,000pt
ポイント利用額：7,363,125Pt
事務費：2,354,000円

コロナ禍における物価高騰の影響を受
けた家庭に対し、省エネ性能の高いエ
アコン・給湯器等への買い換えを支援
することで、家庭のエネルギー費用負
担を軽減することができた。

5 上峰学校給食費無償化事業 教育課

①コロナ禍における物価高騰対策として小中学校の給食費を無償化
することにより、子育て世帯の経済的負担の軽減に繋げることを目
的とする。
②小中学校の給食費無償化及び食材価格上昇分にかかる費用
③町内の小中学生の保護者

2023/4/1 2024/3/31 47,001,469 7,707,975
対象生徒数
小学生：596名
中学生：293名

エネルギー・食料品価格等の物価高
騰の影響が大きい中、給食費に対す
る補助を行ったことで、手厚い支援
が必要となる子育て世帯への負担軽
減に寄与した。

6 中学校備品購入事業 教育課

①小・中学校において，ウィズコロナ下における新型コロナウイル
ス感染症拡大を防止するもの。
②消毒液等の購入費
③上峰中学校

2023/4/1 2024/3/31 141,386 126,000

消毒用アルコール：20個
衛生用品：55個
検査キット4個
ハンドソープ：21個

感染症拡大を防止した。

7 医療機関物価高騰対策支援事業
健康福祉

課

①長期化している新型コロナウイルス感染症の診療等を担っている
保険医療機関等では、原油高・物価高騰による価格転嫁できないこ
とから、新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金を活用し、
支援を行うことで地域における継続的な医療提供体制を確保する。
②町内の10医療機関に支援金を支給する
③町内の10医療機関

2024/1/1 2024/3/31 10,000,000 10,000,000
対象医療機関：10医療機関
（1医療機関当たり1,000,000円）

原油高・物価高騰による価格転嫁でき
ない医療機関に対し、新型コロナウイ
ルス感染症地方創生臨時交付金を活用
し、支援を行うことで地域における継
続的な医療提供体制を確保できた。

令和5年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金効果検証


